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５文科教第１０１５号 

令和５年９月２７日 

各都道府県教育委員会教育 長  

殿 

各指定都市・中核市教育委員会教育長 

各 国 公 私 立 大 学 長  

大学を設置する各地方公共団体の長 

各 公 立 大 学 法 人 の 理 事 長  

大学を設置する各学校法人の理事長 

大学を設置する各学校設置会社の代表取締役 

放 送 大 学 学 園 理 事 長 

独立行政法人教職員支援機構理事長 

独立行政法人特別支援教育総合研究所 

各 指 定 教 員 養 成 機 関 の 長

文部科学省総合教育政策局長

望 月  禎

教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知） 

 この度、別添１のとおり、「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（令和５

年文部科学省令第 31号。以下「改正省令」という。）」が公布され、令和６年４月１日

より施行されます。 

 改正省令の概要等は下記のとおりですので、関係各位におかれては、その趣旨及び内

容を十分御理解いただきますようお願いします。 

記 

１ 改正の趣旨 

教員免許状の取得に当たって修得が必要となる「教科に関する専門的事項」に関す

る単位のうち、中学校又は高等学校教諭免許状の「教科に関する専門的事項」の単位

修得については、教育職員免許法施行規則（昭和 29年文部省令第 26号。以下「施行

規則」という。）第４条又は第５条の表備考第１号において、免許教科ごとに、少な

くとも１単位以上修得すべき科目（以下「教科専門の科目区分」という。）が定めら
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れています。これらの中学校又は高等学校教諭免許状に係る教科専門の科目区分のう

ち、科目区分数が比較的多い教科について、大学の教職課程で単位を修得して中学校

二種免許状を取得する場合や、現職教員が教育職員免許法（昭和 24年法律第 147号。

以下「免許法」という。）別表第３備考第６号に掲げる認定講習、公開講座、通信教

育の課程（以下「免許法認定講習等」という。）で単位を修得して免許状を取得する

場合において、「教科に関する専門的事項」の最低修得単位数を超える単位の修得を

要する場合が生じています。 

こうした状況を踏まえ、「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採用・研

修等の在り方について～『新たな教師の学びの姿』の実現と、多様な専門性を有する

質の高い教職員集団の形成～（答申）」（令和４年 12月 19日中央教育審議会）にお

いて、「『教科に関する専門的事項に関する科目』について、専門的事項の数が多い

教科を中心に必要な見直しを行うべきである。」とされたことを受け、中央教育審議

会初等中等教育分科会教員養成部会の下に「教科に関する専門的事項に関する検討委

員会」（以下、「検討委員会」という。）が設置され、本年８月に教科の専門的事項

について見直しの提言が取りまとめられました（別添２）。 

また、教科専門の科目区分は、学習指導要領で取り扱うべき内容等も踏まえ、大学

がその科目区分における授業科目を学生に修得させる際の効果的な手法として、例え

ば「（実習を含む。）」や「（コンピュータ活用を含む。）」等といった記述が追加

されてきた経緯があります。これらについて、検討委員会では、授業で実習やコンピ

ュータの活用を扱っていることが一般的となっている状況であることや、実習を含め

ることが教職課程を開設する際の障壁になっているという指摘もあったところです。 

 

これらの提言等を踏まえ、教科専門の科目区分数が多い教科（中学校「理科、技術、

家庭」及び高等学校「理科、家庭、情報」）について、科目区分の統合又は削除等を

行うとともに、科目区分の名称の整理を行うため、施行規則について所要の改正を行

うものです。 

 

２ 改正等の要点 

２－１ 改正内容 

（１）中学校教諭普通免許状に係る教科専門の科目区分の統合等 

（施行規則第４条表備考第１号） 

① 「理科」について 

中学校教諭普通免許状授与の所要資格を得るために必要な「教科に関する専

門的事項」に関する科目のうち、「理科」に関する教科専門の科目区分について、

「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）」、「化学実験（コンピュータ活用を

含む。）」、「生物学実験（コンピュータ活用を含む。）」及び「地学実験（コンピ
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ュータ活用を含む。）」を「物理学実験・化学実験・生物学実験・地学実験」と

すること。 

② 「技術」について 

中学校教諭普通免許状授与の所要資格を得るために必要な「教科に関する 

専門的事項」に関する科目のうち、「技術」に関する教科専門の科目区分につい

て、次のア）～エ）のとおりとすること。 

ア）「木材加工（製図及び実習を含む。）」及び「金属加工（製図及び実習を含

む。）」を「材料加工（実習を含む。）」とする。 

イ）「機械（実習を含む。）」及び「電気（実習を含む。）」を「機械・電気（実習

を含む。）」とする。 

ウ）「栽培（実習を含む。）」を「生物育成」とする。 

エ）「情報とコンピュータ（実習を含む。）」を「情報とコンピュータ」とする。 

③ 「家庭」について 

中学校教諭普通免許状授与の所要資格を得るために必要な「教科に関する専

門的事項」に関する科目のうち、「家庭」に関する教科専門の科目区分について、

次のア）及びイ）のとおりとすること。 

ア）「被服学（被服製作実習を含む。）」を「被服学（被服実習を含む。）」とす

る。 

イ）「保育学（実習を含む。）」を「保育学」とする。 

 

（２）高等学校教諭普通免許状に係る教科専門の科目区分の統合等 

（施行規則第５条表備考第１号） 

① 「理科」について 

高等学校教諭普通免許状授与の所要資格を得るために必要な「教科に関する

専門的事項」に関する科目のうち、「理科」に関する教科専門の科目区分につい

て、「『物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コンピュータ活用

を含む。）、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、地学実験（コンピュータ

活用を含む。）』」を「『物理学実験、化学実験、生物学実験、地学実験』」とする

こと。 

② 「家庭」について 
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高等学校教諭普通免許状授与の所要資格を得るために必要な「教科に関する

専門的事項」に関する科目のうち、「家庭」に関する教科専門の科目区分につい

て、次のア）～エ）のとおりとすること。 

ア）「被服学（被服製作実習を含む。）」を「被服学（被服実習を含む。）」とす

る。 

イ）「住居学（製図を含む。）」を「住居学」とする。 

ウ）「保育学（実習及び家庭看護を含む。）」を「保育学」とする。 

エ）「家庭電気・家庭機械・情報処理」を削除する。 

③ 「情報」について 

高等学校教諭普通免許状授与の所要資格を得るために必要な「教科に関する

専門的事項」に関する科目のうち、「情報」に関する教科専門の科目区分につい

て、次のア）～オ）のとおりとすること。 

ア）「情報社会・情報倫理」及び「情報と職業」を「情報社会（職業に関する

内容を含む。）・情報倫理」とする。 

イ）「コンピュータ・情報処理（実習を含む。）」を「コンピュータ・情報処理」

とする。 

ウ）「情報システム（実習を含む。）」を「情報システム」とする。 

エ）「情報通信ネットワーク（実習を含む。）」を「情報通信ネットワーク」と

する。 

オ）「マルチメディア表現・マルチメディア技術（実習を含む。）」を「マルチ

メディア表現・マルチメディア技術」とする。 

 

（３）免許法別表第８の規定により中学校又は高等学校教諭普通免許状を取得する

際の「大学が独自に設定する科目」について 

（施行規則第 18条の２表備考第３号） 

   別表第８の規定により幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教諭の普通免許状

を有する者が、最低在職年数を満たす場合にそれぞれ隣接する学校種の免許状を

取得しようとする場合に関する施行規則第 18条の２に規定する「大学が独自に設

定する科目」（以下「大学独自科目」という。）について、次の①及び②のとおりと

する。 
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① 高等学校教諭普通免許状を有する者が中学校教諭の二種免許状の授与を受け

る場合の大学独自科目の修得方法 

ア）高等学校教諭普通免許状を基礎として中学校教諭普通免許状「理科」の授

与を受ける場合に必要な大学独自科目については、「物理学実験（コンピ

ュータ活用を含む。）、化学実験（コンピュータ活用を含む。）、生物学

実験（コンピュータ活用を含む。）及び地学実験（コンピュータ活用を含

む。）のうち３以上の科目についてそれぞれ１単位以上」を「物理学実験・

化学実験・生物学実験・地学実験について１単位以上」とすること。 

 

イ）高等学校教諭普通免許状を基礎として中学校教諭普通免許状「技術」の授

与を受ける場合に必要な大学独自科目については、「木材加工（製図及び

実習を含む。）、金属加工（製図及び実習を含む。）及び栽培（実習を含

む。）についてそれぞれ１単位以上」を「材料加工（実習を含む。）及び

生物育成についてそれぞれ１単位以上」とすること。 

 

② 中学校教諭普通免許状を有する者が高等学校教諭の一種免許状の授与を受け

る場合の大学独自科目の修得方法 

ア）中学校教諭普通免許状を基礎として高等学校教諭普通免許状「情報」の授

与を受ける場合に必要な大学独自科目については、「情報の教科に関する

専門的事項に関する科目（情報社会・情報倫理及びコンピュータ・情報処

理（実習を含む。）を除く。）」についてそれぞれ１単位以上」を「情報

の教科に関する専門的事項に関する科目（情報社会（職業に関する内容を

含む。）・情報倫理及びコンピュータ・情報処理を除く。）についてそれ

ぞれ１単位以上」とすること。 

 

イ）本改正により、中学校「家庭」に係る教科専門の科目区分と、高等学校「家

庭」に係る教科専門の科目区分が完全に一致することとなることから、中

学校教諭普通免許状を基礎として高等学校教諭普通免許状「家庭」の授与

を受ける場合に必要な大学独自科目については、「住居学（製図を含む。）、

保育学（実習及び家庭看護を含む。）及び家庭電気・家庭機械・情報処理

についてそれぞれ１単位以上」を削除すること。 

 

２－２ 経過措置規定 

（１）免許法別表第１の規定により免許状の授与を受ける場合の経過措置 

① 中学校教諭普通免許状に係る教科専門の科目区分の統合等に関する経過措置 

ア） 「理科」について 
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（改正省令附則第２条第２項） 

令和６年３月 31日において認定課程を有する大学（以下、「課程認定大学」

という。）に在学している者が、これを卒業するまでに、改正前の施行規則に

おける中学校「理科」に係る教科専門の科目区分のうち 「物理学実験（コン

ピュータ活用を含む。）」、「化学実験（コンピュータ活用を含む。）」、「生

物学実験（コンピュータ活用を含む。）」及び「地学実験（コンピュータ活用

を含む。）」に関する内容を全て修得する場合又は令和６年３月 31 日までに

課程認定大学において既に当該内容を全て修得している場合については、改正

後の施行規則における「物理学実験・化学実験・生物学実験・地学実験」に関

する内容を修得したものとみなすこととすること。 

 

イ） 「技術」について 

（改正省令附則第２条第１項、第３項） 

ⅰ）令和６年３月 31 日において課程認定大学に在学している者が、これを

卒業するまでに改正前の施行規則における中学校「技術」に係る教科専門

の科目区分のうち、次の表に掲げる「改正前科目区分」に関する内容を修

得する場合又は令和６年３月 31 日までに課程認定大学において既に当該

内容を修得している場合については、それぞれ同表に掲げる改正後の施行

規則における「改正後科目区分」に関する内容を修得したものとみなすこ

ととすること。 

改正前科目区分 改正後科目区分 

栽培（実習を含む。） 生物育成 

情報とコンピュータ（実習を含む。） 情報とコンピュータ 

 

ⅱ）令和６年３月 31 日において課程認定大学に在学している者が、これを

卒業するまでに改正前の施行規則における中学校「技術」に係る教科専門

の科目区分のうち「木材加工（製図及び実習を含む。）」若しくは「金属

加工（製図及び実習を含む。）」のいずれかに関する内容を修得する場合

又は令和６年３月 31 日までに課程認定大学において既に当該内容を修得

している場合については、改正後の施行規則における「材料加工（実習を

含む。）」に関する内容を修得したものとみなすこととすること。 

 

ⅲ）令和６年３月 31 日において課程認定大学に在学している者が、これを

卒業するまでに改正前の施行規則における中学校「技術」に係る教科専門

の科目区分のうち「機械（実習を含む。）」及び「電気（実習を含む。）」
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に関する内容をいずれも修得する場合又は令和６年３月 31 日までに課程

認定大学において既に当該内容をいずれも修得している場合については、

改正後の施行規則における「機械・電気（実習を含む。）」に関する内容

を修得したものとみなすこととすること。 

 

ウ） 「家庭」について 

（改正省令附則第２条第１項） 

令和６年３月 31日において課程認定大学に在学している者が、これを卒業

するまでに改正前の施行規則における中学校「家庭」に係る教科専門の科目

区分のうち、次の表に掲げる「改正前科目区分」に関する内容を修得する場

合又は令和６年３月 31 日までに課程認定大学において既に当該内容を修得

している場合については、それぞれ同表に掲げる改正後の施行規則における

「改正後科目区分」に関する内容を修得したものとみなすこととすること。 

改正前科目区分 改正後科目区分 

被服学（被服製作実習を含む。） 被服学（被服実習を含む。） 

保育学（実習を含む。） 保育学 

 

② 高等学校教諭普通免許状に係る教科専門の科目区分の統合等に関する経過措置 

ア） 「理科」について 

（改正省令附則第２条第１項） 

令和６年３月 31日において課程認定大学に在学している者が、これを卒業

するまでに改正前の施行規則における高等学校「理科」に係る教科専門の科

目区分のうち、次の表に掲げる「改正前科目区分」に関する内容を修得する

場合又は令和６年３月 31 日までに課程認定大学において既に当該内容を修

得している場合については、それぞれ同表に掲げる改正後の施行規則におけ

る「改正後科目区分」に関する内容を修得したものとみなすこととすること。 

改正前科目区分 改正後科目区分 

「物理学実験（コンピュータ活用を

含む。）、化学実験（コンピュータ活

用を含む。）、生物学実験（コンピュ

ータ活用を含む。）、地学実験（コン

ピュータ活用を含む。）」 

「物理学実験、化学実験、生物学

実験、地学実験」 

 

イ） 「家庭」について 

（改正省令附則第２条第１項） 
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令和６年３月 31日において課程認定大学に在学している者が、これを卒業

するまでに改正前の施行規則における高等学校「家庭」に係る教科専門の科

目区分のうち、次の表に掲げる「改正前科目区分」に関する内容を修得する

場合又は令和６年３月 31 日までに課程認定大学において既に当該内容を修

得している場合については、それぞれ同表に掲げる改正後の施行規則におけ

る「改正後科目区分」に関する内容を修得したものとみなすこととすること。 

改正前科目区分 改正後科目区分 

被服学（被服製作実習を含む。） 被服学（被服実習を含む。） 

住居学（製図を含む。） 住居学 

保育学（実習及び家庭看護を含む。） 保育学 

 

ウ） 「情報」について 

（改正省令附則第２条第１項、第４項） 

ⅰ）令和６年３月 31日において課程認定大学に在学している者が、これを

卒業するまでに改正前の施行規則における高等学校「情報」に係る教科

専門の科目区分のうち、次の表に掲げる「改正前科目区分」に関する内容

を修得する場合又は令和６年３月 31 日までに課程認定大学において既

に当該内容を修得している場合については、それぞれ同表に掲げる改正

後の施行規則における「改正後科目区分」に関する内容を修得したもの

とみなすこととすること。 

改正前科目区分 改正後科目区分 

コンピュータ・情報処理（実習を含

む。） 

コンピュータ・情報処理 

情報システム（実習を含む。） 情報システム 

情報通信ネットワーク（実習を含

む。） 

情報通信ネットワーク 

マルチメディア表現・マルチメディ

ア技術（実習を含む。） 

マルチメディア表現・マルチメデ

ィア技術 

 

ⅱ）令和６年３月 31日において課程認定大学に在学している者が、これを

卒業するまでに改正前の施行規則における高等学校「情報」に係る教科

専門の科目区分のうち、「情報社会・情報倫理」及び「情報と職業」に関

する内容をいずれも修得する場合又は令和６年３月 31 日までに課程認

定大学において既に当該内容をいずれも修得している場合については、
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改正後の施行規則における「情報社会（職業に関する内容を含む。）・情

報倫理」に関する内容を修得したものとみなすこととすること。 

 

③ ①又は②による単位の読み替えができない場合の経過措置 

（改正省令附則第２条第５項、第６項） 

令和６年３月 31日において課程認定大学に在学している者で、これを卒業す

るまでに改正前の施行規則における教科専門の科目のうち、次の表に掲げる「改

正前科目区分」に関する単位を修得する場合又は令和６年３月 31日までに課程

認定大学において既に当該内容を修得している場合（①又は②の経過措置を適

用する場合を除く。）について、改正前科目区分に関する単位は、それぞれ同表

の「改正後の施行規則において『教科に関する専門的事項』に関する科目の単位

としてみなすことができる教科」の単位とみなすことができることとすること。 

学校種 教科 改正前科目区分 改正後の施行規則におい

て「教科に関する専門的

事項」に関する科目の単

位としてみなすことがで

きる教科 

中学校 理科 物理学実験（コンピュ

ータ活用を含む。） 

中学校「理科」 

化学実験（コンピュー

タ活用を含む。） 

生物学実験（コンピュ

ータ活用を含む。） 

地学実験（コンピュー

タ活用を含む。） 

技術 機械（実習を含む。） 中学校「技術」 

電気（実習を含む。） 

高等学校 家庭 家庭電気・家庭機械・

情報処理 

高等学校「家庭」 

情報 情報社会・情報倫理 高等学校「情報」 

情報と職業 

 

（２）免許法別表第３から第５まで、別表第８又は附則第５項の規定により免許状の授

与を受ける場合の経過措置 

（改正省令附則第３条） 
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次に掲げる者が、免許法別表第３から第５まで、別表第８又は附則第５項の規定

により免許状の授与を受ける場合についても、（１）と同様の経過措置を設けるこ

と。 

 ・令和６年３月 31 日において課程認定大学に在学している者で、これを卒業する

までに改正前科目区分に関する単位を修得する者 

・令和６年３月 31 日において免許法認定講習等の課程を履修している者で、当該

講習等により改正前科目区分に関する単位を修得する者 

・令和６年３月 31日までに既に改正前科目区分に関する単位を修得している者 

 

３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行すること。 

  

４ 留意事項等 

（１）改正省令附則第２条及び第３条に規定する「在学」には、科目等履修生として在

籍する場合も含まれること。 

 

（２）改正省令附則第２条及び第３条に規定する経過措置を適用する場合において、課

程認定大学に在学している者は、卒業を待たずに改正前の施行規則における科目

区分を改正後の科目区分における内容として修得したものとみなすこととして差

し支えないこと。 

 

（３）中学校「理科」について、小学校高学年の教科担任制における専科指導の優先実

施教科であること等を踏まえ、複数校種・複数教科の免許状保有を推進する観点か

ら、都道府県教育委員会や大学等においては、当該教科について免許法認定講習等

の開設を積極的に検討いただきたいこと。 

 

（４）中学校「技術」及び「家庭」並びに高等学校「家庭」及び「情報」について、免

許外教科担任の許可件数が多いことから、都道府県教育委員会や大学等において

は、当該教科について免許法認定講習等の開設を積極的に検討いただきたいこと。 

   また、中学校「技術」に係る科目区分のうち「情報とコンピュータ」については、

毎年、免許法認定通信教育として大学等による科目が開設されているところ、これ

らの科目が施行規則第４条表備考第２号に規定する「一般的包括的な内容を含む

ものでなければならない」とする要件を満たすどうかについては、一律に判断する

のでなく、各科目の授業内容を踏まえ、授与権者である都道府県教育委員会におい

て適切に判断いただきたいこと。 
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（５）中学校「技術」について、検討委員会及び技術・情報ワーキンググループでの議

論並びに検討委員会のまとめを踏まえ、特に高等学校情報及び工業の教職課程を

置く大学においては、技術の教職課程の開設について、積極的に検討をいただきた

いこと。 

 

（６） 「（実習を含む。）」の規定がない科目における実習等を含む授業の実施方法につ

いては、課程認定大学において、教員の養成の目標や授業科目の到達目標等に照ら

して判断すること。 

 

（７）課程認定大学において、中学校「理科」、「技術」及び「家庭」並びに高等学校

「家庭」及び「情報」に係る令和６年度以降入学者に適用する教職課程については

今年度中に変更届を提出する必要がある。提出する様式や提出方法等については今

後課程認定大学等に連絡予定であること。また、本改正に関する事項を含め課程認

定大学向けの説明会を令和５年 10月３日（火）に開催予定であること（令和５年８

月 29日付けメールにおいて周知済み）。 

 

添付資料： 

別添１「教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令」（令和５年文部科学省令第

31号） 

別添２「教科に関する専門的事項に関する検討委員会 まとめ」（令和５年８月 10日） 
 

本件担当： 

文部科学省 総合教育政策局  

教育人材政策課 

○教育職員免許法施行規則等に関すること 

教員免許・研修企画室法規係      

電話：03-5253-4111(内線：3969) 

E-MAIL：menkyo@mext.go.jp 

○教職課程全般に関すること 

教員免許・研修企画室教職課程認定係 

電話：03-5253-4111(内線：2451) 

E-MAIL：kyo-men@mext.go.jp  

mailto:menkyo@mext.go.jp
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受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
「
法
律
学
、
政

治
学
」
、
「
社
会
学
、
経
済
学
」
及
び
「
哲
学
、
倫
理
学
、
宗

教
学
」
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を
、
公
民
の
教
科
に

つ
い
て
の
免
許
状
を
有
す
る
者
が
社
会
の
教
科
に
つ
い
て
の
免

許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
日
本
史
・
外
国
史
及

び
地
理
学
（
地
誌
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以

上
を
、
理
科
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場

合
に
あ
つ
て
は
物
理
学
実
験
・
化
学
実
験
・
生
物
学
実
験
・
地

学
実
験
に
つ
い
て
一
単
位
以
上
を
、
美
術
の
教
科
に
つ
い
て
の

免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
工
芸
に
つ
い
て
一

単
位
以
上
を
、
技
術
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受

け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
材
料
加
工
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
生

物
育
成
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を
修
得
す
る
も
の
と

２
～
４ 

[

同
上]
 

 

第
十
八
条
の
二 

[

同
上]

 

[

同
上]
 

備
考 

 

一
・
二 

[

同
上]

 

 

三 

大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目
の
修
得
方
法
は
、
第
二
条
第

一
項
の
表
備
考
第
十
四
号
に
定
め
る
修
得
方
法
の
例
に
な
ら
う

も
の
と
し
、
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
が
中

学
校
教
諭
の
二
種
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
の
大
学
が
独

自
に
設
定
す
る
科
目
の
修
得
方
法
は
、
国
語
の
教
科
に
つ
い
て

の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
書
道
（
書
写
を

中
心
と
す
る
。
）
に
つ
い
て
一
単
位
以
上
を
、
地
理
歴
史
の
教

科
に
つ
い
て
の
免
許
状
を
有
す
る
者
が
社
会
の
教
科
に
つ
い
て

の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
「
法
律
学
、
政

治
学
」
、
「
社
会
学
、
経
済
学
」
及
び
「
哲
学
、
倫
理
学
、
宗

教
学
」
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を
、
公
民
の
教
科
に

つ
い
て
の
免
許
状
を
有
す
る
者
が
社
会
の
教
科
に
つ
い
て
の
免

許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
日
本
史
・
外
国
史
及

び
地
理
学
（
地
誌
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以

上
を
、
理
科
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場

合
に
あ
つ
て
は
物
理
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。

）
、
化
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
、
生
物
学

実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
及
び
地
学
実
験
（
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
の
う
ち
三
以
上
の
科
目
に
つ
い

て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を
、
美
術
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許

状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
工
芸
に
つ
い
て
一
単
位
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し
、
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
（
二
種
免
許
状
を
除
く
。
）

を
有
す
る
者
が
高
等
学
校
教
諭
の
一
種
免
許
状
の
授
与
を
受
け

る
場
合
の
大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目
の
修
得
方
法
は
、
地

理
歴
史
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に

あ
つ
て
は
第
五
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
掲
げ
る
地
理
歴

史
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
う
ち
一
以

上
の
科
目
に
つ
い
て
一
単
位
以
上
を
、
公
民
の
教
科
に
つ
い
て

の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
同
号
に
掲
げ
る

公
民
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
う
ち
一

以
上
の
科
目
に
つ
い
て
一
単
位
以
上
を
、
情
報
の
教
科
に
つ
い

て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
同
号
に
掲
げ

る
情
報
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
（
情
報

社
会
（
職
業
に
関
す
る
内
容
を
含
む
。
）
・
情
報
倫
理
及
び
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報
処
理
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一

単
位
以
上
を
、
工
業
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受

け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
同
号
に
掲
げ
る
工
業
の
教
科
に
関
す
る

専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
二
単
位
以
上

を
修
得
す
る
も
の
と
す
る
。 

       

四 
[

略]
 

以
上
を
、
技
術
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る

場
合
に
あ
つ
て
は
木
材
加
工
（
製
図
及
び
実
習
を
含
む
。
）
、

金
属
加
工
（
製
図
及
び
実
習
を
含
む
。
）
及
び
栽
培
（
実
習
を

含
む
。
）
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を
修
得
す
る
も
の

と
し
、
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
（
二
種
免
許
状
を
除
く
。

）
を
有
す
る
者
が
高
等
学
校
教
諭
の
一
種
免
許
状
の
授
与
を
受

け
る
場
合
の
大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目
の
修
得
方
法
は
、

地
理
歴
史
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合

に
あ
つ
て
は
第
五
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
掲
げ
る
地
理

歴
史
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
う
ち
一

以
上
の
科
目
に
つ
い
て
一
単
位
以
上
を
、
公
民
の
教
科
に
つ
い

て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
同
号
に
掲
げ

る
公
民
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
う
ち

一
以
上
の
科
目
に
つ
い
て
一
単
位
以
上
を
、
情
報
の
教
科
に
つ

い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
同
号
に
掲

げ
る
情
報
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
（
情

報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報
処
理
（
実
習

を
含
む
。
）
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を

、
工
業
の
教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に

あ
つ
て
は
同
号
に
掲
げ
る
工
業
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項

に
関
す
る
科
目
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
二
単
位
以
上
を
、
家
庭
の

教
科
に
つ
い
て
の
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は

住
居
学
（
製
図
を
含
む
。
）
、
保
育
学
（
実
習
及
び
家
庭
看
護

を
含
む
。
）
及
び
家
庭
電
気
・
家
庭
機
械
・
情
報
処
理
に
つ
い

て
そ
れ
ぞ
れ
一
単
位
以
上
を
修
得
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

四 
[

同
上]
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備
考 

表
中
の[

 
]

の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。 
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附 

則 
（
施
行
期
日
） 

第
一
条 
こ
の
省
令
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

第
二
条 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
（
教
育
職
員
免
許
法
別
表
第
一
備
考
第
五
号
イ
に
規
定
す
る

認
定
課
程
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に
次
の
表
の
第

三
欄
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
認
定
課
程
に
お
い
て
同
欄
に

掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
一
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
又
は
高
等
学
校
の
教
諭
の
普
通
免

許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則
（
以
下
「
旧

規
則
」
と
い
う
。
）
第
四
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
又
は
第
五
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
教
科
に

関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
次
の
表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に

関
す
る
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
同
表
の
第
一
欄
に
掲
げ
る
免
許
状
の
種
類
に
応
じ
、
同
表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る

科
目
の
単
位
と
み
な
す
。 

第
一
欄 

第
二
欄 

第
三
欄 

 

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
教
育
職

員
免
許
法
施
行
規
則
に
規
定
す
る
科

目 

旧
規
則
に
規
定
す
る
科
目 
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中
学
校
教
諭 

材
料
加
工
（
実
習
を
含
む
。
） 

木
材
加
工
（
製
図
及
び
実
習
を
含
む

。
） 

金
属
加
工
（
製
図
及
び
実
習
を
含
む

。
） 

生
物
育
成 

栽
培
（
実
習
を
含
む
。
） 

情
報
と
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ 

情
報
と
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
（
実
習
を
含

む
。
） 

被
服
学
（
被
服
実
習
を
含
む
。
） 

被
服
学
（
被
服
製
作
実
習
を
含
む
。

） 

保
育
学 

保
育
学
（
実
習
を
含
む
。
） 

高
等
学
校
教
諭 

「
物
理
学
実
験
、
化
学
実
験
、
生
物

学
実
験
、
地
学
実
験
」 

「
物
理
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活

用
を
含
む
。
）
、
化
学
実
験
（
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
、
生
物

学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含

む
。
）
、
地
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
活
用
を
含
む
。
）
」 

被
服
学
（
被
服
実
習
を
含
む
。
） 

被
服
学
（
被
服
製
作
実
習
を
含
む
。

） 

住
居
学 

住
居
学
（
製
図
を
含
む
。
） 

保
育
学 

保
育
学
（
実
習
及
び
家
庭
看
護
を
含

む
。
） 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報
処
理 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報
処
理
（
実
習

を
含
む
。
） 

情
報
シ
ス
テ
ム 

情
報
シ
ス
テ
ム
（
実
習
を
含
む
。
） 

情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
実
習
を

含
む
。
） 
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マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
表
現
・
マ
ル
チ
メ

デ
ィ
ア
技
術 

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
表
現
・
マ
ル
チ
メ

デ
ィ
ア
技
術
（
実
習
を
含
む
。
） 

２ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

物
理
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
、
化
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
、
生
物
学
実
験

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
及
び
地
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
（
以
下
「
旧
物
理
学
実
験

等
」
と
い
う
。
）
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
認
定
課
程
に
お
い
て
旧

物
理
学
実
験
等
の
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
一
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の

授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
四
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
教
科
に
関
す
る
専
門
的

事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
旧
物
理
学
実
験
等
の
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後

の
教
育
職
員
免
許
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
四
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
物

理
学
実
験
・
化
学
実
験
・
生
物
学
実
験
・
地
学
実
験
の
科
目
の
単
位
と
み
な
す
。 

３ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三

十
一
日
ま
で
に
認
定
課
程
に
お
い
て
機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
を
修

得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
一
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

旧
規
則
第
四
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
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、
機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
四
条
第
一
項

の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
機
械
・
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
と
み
な
す
。 

４ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
、
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で

に
情
報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

に
認
定
課
程
に
お
い
て
情
報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第

一
の
規
定
に
よ
り
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
五
条
第
一
項
の

表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
情
報
社
会
・
情
報
倫
理

及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
五
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
情
報
社
会

（
職
業
に
関
す
る
内
容
を
含
む
。
）
・
情
報
倫
理
の
科
目
の
単
位
と
み
な
す
。 

５ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
、
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で

に
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
認
定
課
程
に
お
い
て
次
に
掲

げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
一
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け

る
場
合
（
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
四
条
第
一
項

の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
科
目
の

単
位
に
つ
い
て
は
、
当
該
教
科
に
つ
い
て
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
の
教
科
に
関
す
る
専

門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。 
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一 

物
理
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

二 
化
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

三 

生
物
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

四 

地
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

五 

機
械
（
実
習
を
含
む
。
） 

 

六 

電
気
（
実
習
を
含
む
。
） 

６ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
、
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で

に
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
認
定
課
程
に
お
い
て
次
に
掲

げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
一
の
規
定
に
よ
り
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受

け
る
場
合
（
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
五
条
第
一
項
の
表
備
考

第
一
号
に
規
定
す
る
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
に
つ

い
て
は
、
当
該
教
科
に
つ
い
て
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事

項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

家
庭
電
気
・
家
庭
機
械
・
情
報
処
理 

 

二 

情
報
社
会
・
情
報
倫
理 

 

三 

情
報
と
職
業 
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第
三
条 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま

で
に
次
の
表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
教
育
職
員

免
許
法
別
表
第
三
備
考
第
六
号
に
掲
げ
る
講
習
、
公
開
講
座
若
し
く
は
通
信
教
育
の
課
程
を
履
修
し
て
い
る
者
で
同

欄
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
同
欄
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を

修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
三
か
ら
別
表
第
五
ま
で
、
別
表
第
八
又
は
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
又
は

高
等
学
校
の
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
四
条
及
び
第
五
条
に
定
め
る
修

得
方
法
の
例
に
な
ら
う
も
の
と
す
る
旧
規
則
第
十
一
条
第
一
項
、
第
十
一
条
の
二
、
第
十
三
条
、
第
十
五
条
第
一
項

、
第
十
六
条
、
第
十
八
条
の
二
、
第
十
八
条
の
四
又
は
附
則
第
四
項
の
表
に
規
定
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
次
の

表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
同
表
の
第
一
欄
に
掲
げ
る
免
許
状
の
種
類
に
応
じ
、
同
表
の
第

二
欄
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
と
み
な
す
。 

第
一
欄 

第
二
欄 

第
三
欄 

 

新
規
則
に
規
定
す
る
科
目 

旧
規
則
に
規
定
す
る
科
目 

中
学
校
教
諭 

材
料
加
工
（
実
習
を
含
む
。
） 

木
材
加
工
（
製
図
及
び
実
習
を
含
む

。
） 

金
属
加
工
（
製
図
及
び
実
習
を
含
む

。
） 

生
物
育
成 

栽
培
（
実
習
を
含
む
。
） 

情
報
と
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ 

情
報
と
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
（
実
習
を
含

む
。
） 
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被
服
学
（
被
服
実
習
を
含
む
。
） 

被
服
学
（
被
服
製
作
実
習
を
含
む
。

） 

保
育
学 

保
育
学
（
実
習
を
含
む
。
） 

高
等
学
校
教
諭 

「
物
理
学
実
験
、
化
学
実
験
、
生
物

学
実
験
、
地
学
実
験
」 

「
物
理
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活

用
を
含
む
。
）
、
化
学
実
験
（
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
）
、
生
物

学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含

む
。
）
、
地
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
活
用
を
含
む
。
）
」 

被
服
学
（
被
服
実
習
を
含
む
。
） 

被
服
学
（
被
服
製
作
実
習
を
含
む
。

） 

住
居
学 

住
居
学
（
製
図
を
含
む
。
） 

保
育
学 

保
育
学
（
実
習
及
び
家
庭
看
護
を
含

む
。
） 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報
処
理 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
情
報
処
理
（
実
習

を
含
む
。
） 

情
報
シ
ス
テ
ム 

情
報
シ
ス
テ
ム
（
実
習
を
含
む
。
） 

情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
実
習
を

含
む
。
） 

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
表
現
・
マ
ル
チ
メ

デ
ィ
ア
技
術 

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
表
現
・
マ
ル
チ
メ

デ
ィ
ア
技
術
（
実
習
を
含
む
。
） 

２ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

旧
物
理
学
実
験
等
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
教
育
職
員
免
許
法
別
表

第
三
備
考
第
六
号
に
掲
げ
る
講
習
、
公
開
講
座
若
し
く
は
通
信
教
育
の
課
程
を
履
修
し
て
い
る
者
で
旧
物
理
学
実
験
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等
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
旧
物
理
学
実
験
等
の
科
目
の
単
位
を
修

得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
三
か
ら
別
表
第
五
ま
で
、
別
表
第
八
又
は
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
教
諭
の

普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
四
条
に
定
め
る
修
得
方
法
の
例
に
な
ら
う
も
の
と
す

る
旧
規
則
第
十
一
条
第
一
項
、
第
十
一
条
の
二
、
第
十
三
条
、
第
十
五
条
第
一
項
、
第
十
六
条
、
第
十
八
条
の
二
、

第
十
八
条
の
四
又
は
附
則
第
四
項
の
表
に
規
定
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
旧
物
理
学
実
験
等
の
科
目
の
単
位
に
つ

い
て
は
、
新
規
則
第
四
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
物
理
学
実
験
・
化
学
実
験
・
生
物
学
実
験
・
地
学

実
験
の
単
位
と
み
な
す
。 

３ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
、
令
和
六
年
三
月
三
十

一
日
に
お
い
て
教
育
職
員
免
許
法
別
表
第
三
備
考
第
六
号
に
掲
げ
る
講
習
、
公
開
講
座
若
し
く
は
通
信
教
育
の
課
程

を
履
修
し
て
い
る
者
で
機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の

又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
を

修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
三
か
ら
別
表
第
五
ま
で
、
別
表
第
八
又
は
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
教
諭

の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
四
条
に
定
め
る
修
得
方
法
の
例
に
な
ら
う
も
の
と

す
る
旧
規
則
第
十
一
条
第
一
項
、
第
十
一
条
の
二
、
第
十
三
条
、
第
十
五
条
第
一
項
、
第
十
六
条
、
第
十
八
条
の
二

、
第
十
八
条
の
四
又
は
附
則
第
四
項
の
表
に
規
定
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
機
械
（
実
習
を
含
む
。
）
及
び
電
気
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（
実
習
を
含
む
。
）
の
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
四
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す
る
機
械
・

電
気
（
実
習
を
含
む
。
）
の
単
位
と
み
な
す
。 

４ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

情
報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て

教
育
職
員
免
許
法
別
表
第
三
備
考
第
六
号
に
掲
げ
る
講
習
、
公
開
講
座
若
し
く
は
通
信
教
育
の
課
程
を
履
修
し
て
い

る
者
で
情
報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日

ま
で
に
情
報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
表
第
三
か
ら
別
表
第

五
ま
で
、
別
表
第
八
又
は
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
に
あ

っ
て
は
、
旧
規
則
第
五
条
に
定
め
る
修
得
方
法
の
例
に
な
ら
う
も
の
と
す
る
旧
規
則
第
十
一
条
第
一
項
、
第
十
一
条

の
二
、
第
十
三
条
、
第
十
五
条
第
一
項
、
第
十
六
条
又
は
附
則
第
四
項
の
表
に
規
定
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
情

報
社
会
・
情
報
倫
理
及
び
情
報
と
職
業
の
科
目
に
つ
い
て
は
、
新
規
則
第
五
条
第
一
項
の
表
備
考
第
一
号
に
規
定
す

る
情
報
社
会
（
職
業
に
関
す
る
内
容
を
含
む
。
）
・
情
報
倫
理
の
科
目
の
単
位
と
み
な
す
。 

５ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
教
育
職
員
免
許
法
別
表
第
三
備

考
第
六
号
に
掲
げ
る
講
習
、
公
開
講
座
若
し
く
は
通
信
教
育
の
課
程
を
履
修
し
て
い
る
者
で
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単

位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
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表
第
三
か
ら
別
表
第
五
ま
で
、
別
表
第
八
又
は
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を

受
け
る
場
合
（
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
四
条
に

定
め
る
修
得
方
法
の
例
に
な
ら
う
も
の
と
す
る
旧
規
則
第
十
一
条
第
一
項
、
第
十
一
条
の
二
、
第
十
三
条
、
第
十
五

条
第
一
項
、
第
十
六
条
、
第
十
八
条
の
二
、
第
十
八
条
の
四
又
は
附
則
第
四
項
の
表
に
規
定
す
る
科
目
の
単
位
の
う

ち
、
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、
当
該
教
科
に
つ
い
て
中
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る

場
合
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目
の
単
位
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

物
理
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

二 

化
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

三 

生
物
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

四 

地
学
実
験
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
活
用
を
含
む
。
） 

 

五 

機
械
（
実
習
を
含
む
。
） 

 

六 

電
気
（
実
習
を
含
む
。
） 

６ 

令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
認
定
課
程
を
有
す
る
大
学
に
在
学
し
て
い
る
者
で
こ
れ
を
卒
業
す
る
ま
で
に

次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
す
る
も
の
、
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
に
お
い
て
教
育
職
員
免
許
法
別
表
第
三
備

考
第
六
号
に
掲
げ
る
講
習
、
公
開
講
座
若
し
く
は
通
信
教
育
の
課
程
を
履
修
し
て
い
る
者
で
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単

位
を
修
得
す
る
も
の
又
は
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
を
修
得
し
た
者
が
、
同
法
別
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表
第
三
か
ら
別
表
第
五
ま
で
、
別
表
第
八
又
は
附
則
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与

を
受
け
る
場
合
（
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
っ
て
は
、
旧
規
則
第
五
条
に
定
め
る
修

得
方
法
の
例
に
な
ら
う
も
の
と
す
る
旧
規
則
第
十
一
条
第
一
項
、
第
十
一
条
の
二
、
第
十
三
条
、
第
十
五
条
第
一
項

、
第
十
六
条
又
は
附
則
第
四
項
の
表
に
規
定
す
る
科
目
の
単
位
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
科
目
の
単
位
に
つ
い
て
は
、

当
該
教
科
に
つ
い
て
高
等
学
校
教
諭
の
普
通
免
許
状
の
授
与
を
受
け
る
場
合
の
教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す

る
科
目
の
単
位
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

家
庭
電
気
・
家
庭
機
械
・
情
報
処
理 

 

二 

情
報
社
会
・
情
報
倫
理 

 

三 

情
報
と
職
業 
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中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会 
教科に関する専門的事項に関する検討委員会 

まとめ 
 
１．中学校・高等学校教諭普通免許状「理科」について 
 
（１）見直しの基本的な方向性 
 
 教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号。以下「施行規則」

という。）第４条第１項表備考第一号二において、中学校教諭の普通免許状 「理

科」の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位を修得

する際には、以下の科目 （以下「中学校理科科目区分」という。）についてそれ

ぞれ一単位以上修得することが必要とされている。 
• 物理学 
• 物理学実験（コンピュータ活用を含む。） 
• 化学 
• 化学実験（コンピュータ活用を含む。） 
• 生物学 
• 生物学実験（コンピュータ活用を含む。） 
• 地学 
• 地学実験（コンピュータ活用を含む。） 

 
 また、施行規則第５条第一項表備考第一号ホにおいて、高等学校教諭の普通

免許状「理科」の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の

単位を修得する際には、以下の科目（以下「高等学校理科科目区分」という。）

についてそれぞれ一単位以上修得することが必要とされている。 
• 物理学 
• 化学 
• 生物学 
• 地学 
• 「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コンピュータ活用

を含む。）、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、地学実験（コンピュ

ータ活用を含む。）」 
 
 検討の結果、中学校理科科目区分及び高等学校理科科目区分を次のように見

直すことを求める。 

nozomi-sato
テキストボックス
別添２
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○ 中学校理科科目区分については 
•   「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）」、「化学実験（コンピュータ

活用を含む。）」、「生物学実験（コンピュータ活用を含む。）」、「地学実験（コ

ンピュータ活用を含む。）」を統合し、「物理学実験・化学実験・生物学実

験・地学実験」の１科目区分とする。また、それぞれの「（コンピュータ

活用を含む。）」について削除する。 
 

○ 高等学校理科科目区分については、 
•   「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）、化学実験（コンピュータ活

用を含む。）、生物学実験（コンピュータ活用を含む。）、地学実験（コンピ

ュータ活用を含む。）」のうち、それぞれの「（コンピュータ活用を含む。）」

について削除する。 
 
○ 中学校理科科目区分の 「物理学実験・化学実験・生物学実験・地学実験」に

ついては、物理学実験、化学実験、生物学実験、地学実験のいずれの内容も

扱うこととする。 
 

（参考）見直し後の中学校理科科目区分及び高等学校理科科目区分 

 

中学校理科科目区分 

• 物理学 

• 物理学実験（コンピュータ活用を含む。） 

• 化学 

• 化学実験（コンピュータ活用を含む。） 

• 生物学 

• 生物学実験（コンピュータ活用を含む。） 

• 地学 

• 地学実験（コンピュータ活用を含む。） 

• 物理学実験・化学実験・生物学実験・地学実験 

高等学校理科科目区分 

• 物理学 

• 化学 

• 生物学 

• 地学 

• 「物理学実験 （コンピュータ活用を含む。）、化学実験 （コンピュータ活用

を含む。）、生物学実験 （コンピュータ活用を含む。）、地学実験 （コンピュ
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ータ活用を含む。）」 

 
 
（２）必要な移行措置等 
 
 （１）を踏まえ、以下の措置を講じることが必要である。 
 
○  改正前の中学校理科科目区分の 「物理学実験（コンピュータ活用を含む。）」、

「化学実験（コンピュータ活用を含む。）」、「生物学実験（コンピュータ活用

を含む。）」及び「地学実験（コンピュータ活用を含む。）」の４分野の実験科

目全てを既に修得した者又は卒業までに修得する者については、改正後の

「物理学実験・化学実験・生物学実験・地学実験」を修得した者とみなすこ

とができること。なお、改正前の当該実験科目のうち、一部実験科目を修得

した者の単位は、改正後の教科に関する専門的事項に関する科目の単位とみ

なすことができること。 
○  改正前の高等学校理科科目区分の「物理学実験（コンピュータ活用を含

む。）、化学実験（コンピュータ活用を含む。）、生物学実験（コンピュータ活

用を含む。）、地学実験（コンピュータ活用を含む。）」を既に修得した者又は

卒業までに修得する者については、改正後の「物理学実験、化学実験、生物

学実験、地学実験」を修得した者とみなすことができること。 
○  教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）別表第八の規定により高等

学校教諭普通免許状「理科」を基礎として中学校教諭普通免許状「理科」の

授与を受ける場合に必要な大学独自科目については、「物理学実験・化学実

験・生物学実験・地学実験」とすること。 
○  小学校高学年の教科担任制における専科指導優先実施教科であること等

を踏まえ、複数校種、複数教科の免許状保有を促進する観点から、各都道府

県教育委員会等に対し、免許法認定講習の開設等を促す。 
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２．中学校教諭普通免許状「技術」について 
 
（１）見直しの基本的な方向性 
 
 施行規則第４条第１項表備考第一号リにおいて、中学校教諭の普通免許状 「技

術」の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位を修得

する際には、以下の科目（以下「中学校技術科目区分」という。）についてそれ

ぞれ一単位以上修得することが必要とされている。 
• 木材加工（製図及び実習を含む。） 
• 金属加工（製図及び実習を含む。） 
• 機械（実習を含む。） 
• 電気（実習を含む。） 
• 栽培（実習を含む。） 
• 情報とコンピュータ（実習を含む。） 

 
 検討の結果、中学校技術科目区分を次のように見直すことを求める。 
 
○ 平成２９年に告示された中学校学習指導要領において、４つの内容構成に整

理されていることを踏まえ、現行の中学校技術科目区分を改め、次の４項目

とする。 
・材料加工（実習を含む。） 
・機械・電気（実習を含む。） 
・生物育成 
・情報とコンピュータ 

 
○ 「材料加工（実習を含む。）」については、あらゆる種類の材料の加工を網羅

する必要はなく、特定の材料（木材、金属、プラスチックなど）の加工につ

いて一般的包括的な内容を扱うものであれば、施行規則第４条第１項表備考

第二号に定める「教科に関する専門的事項は、一般的包括的な内容を含むも

のでなければならない」との要件（以下「一般的包括的要件」という。）を

満たすものとする。 
 
○ 「機械・電気（実習を含む。）」については、機械及び電気のどちらの内容も

扱うこととする。 
 

○ 「生物育成」については、あらゆる種類の生物の育成を網羅する必要は無く、
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特定の生物（作物、動物、水産生物など）の育成について一般的包括的な内

容を扱うものであれば、一般的包括的要件を満たすものとする。 
 

○ （実習を含む。）の規定がない科目における実習等を含む授業の実施方法に

ついては、教職課程を設置する各大学において、教員の養成の目標や授業科

目の到達目標等に照らして判断するものとする。 
 
 
（２）必要な移行措置等 
 
 （１）を踏まえ、以下の措置を講じることが必要である。 
 
○  改正前の科目（例 木材加工（製図及び実習を含む。））を既に修得した者

又は卒業するまでに修得する者については、それぞれその科目の内容を含む

改正後の科目（例 材料加工（実習を含む。））を修得した者とみなすことが

できること。 
○  ただし、改正後の「機械・電気（実習を含む。）」については、改正前の「機

械（実習を含む。）」及び「電気（実習を含む。）」の両方を修得した者につい

てのみ、修得したものとみなすことができること。なお、改正前の「機械（実

習を含む。）」又は「電気（実習を含む。）」のいずれかの科目を修得した者の

単位は改正後の教科に関する専門的事項に関する科目の単位とみなすこと

ができること。 
○  教育職員免許法別表第八の規定により高等学校教諭普通免許状「工業」又

は「情報」を基礎として中学校教諭普通免許状「技術」の授与を受ける場合

に必要な大学独自科目については、「材料加工（実習を含む。）」及び「生物

育成」とすること。 
○  免許外教科担任の許可件数が多いことから、各都道府県教育委員会等に対

し、免許法認定講習の開設等を促すとともに、国としても必要な措置を講じ

ること。また、「情報とコンピュータ」については、毎年、免許法認定通信

教育として大学等による科目が開設されている。これらの科目が一般的包括

的要件を満たすか否かについては、一律に除外するのではなく、各科目の授

業内容を踏まえ、教員免許を授与する各都道府県教育委員会において適切に

判断する必要があることを周知すること。 
○  大学（特に高校情報及び工業の教職課程を置く大学）に対し、見直しを行

った教科に関する専門的事項に関する科目について情報提供を行うととも

に、教職課程の開設を促すこと。 
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３．中学校・高等学校教諭普通免許状「家庭」について 
 
（１）見直しの基本的な方向性 
 
 施行規則第４条第１項表備考第一号ヌにおいて、中学校教諭の普通免許状 「家

庭」の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位を修得

する際には、以下の科目（以下「中学校家庭科目区分」という。）についてそれ

ぞれ一単位以上修得することが必要とされている。 
• 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。） 
• 被服学（被服製作実習を含む。） 
• 食物学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。） 
• 住居学 
• 保育学（実習を含む。） 

 
 また、施行規則第５条第１項表備考第一号ワにおいて、高等学校教諭の普通

免許状「家庭」の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の

単位を修得する際には、以下の科目（以下「高等学校家庭科目区分」という。）

についてそれぞれ一単位以上修得することが必要とされている。 
• 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。） 
• 被服学（被服製作実習を含む。） 
• 食物学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。） 
• 住居学（製図を含む。） 
• 保育学（実習及び家庭看護を含む。） 
• 家庭電気・家庭機械・情報処理 

 
 検討の結果、中学校家庭科目区分及び高等学校家庭科目区分を次のように見

直すことを求める。 
 
○ 中学校家庭科目区分については 

・「被服学（被服製作実習を含む。）」の「（被服製作実習を含む。）」を「（被

服実習を含む。）」とする。 
・「保育学（実習を含む。）」のうち、「（実習を含む。）」を削除する。 
 

○ 高等学校家庭科目区分については、 
・「被服学（被服製作実習を含む。）」の「（被服製作実習を含む。）」を「（被

服実習を含む。）」とする。 
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・「住居学（製図を含む。）」のうち、「（製図を含む。）」を削除する。 
・「保育学（実習及び家庭看護を含む。）」のうち、「 （実習及び家庭看護を含

む。）」を削除する。 
・「家庭電気・家庭機械・情報処理」を削除する。 
 

○ （実習を含む。）の規定がない科目における実習等を含む授業の実施方法に

ついては、教職課程を設置する各大学において、教員の養成の目標や授業科

目の到達目標等に照らして判断するものとする。 
 

（参考）見直し後の中学校家庭科目区分及び高等学校家庭科目区分 

 

中学校家庭科目区分 

• 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。） 

• 被服学（被服製作実習を含む。） 

• 食物学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。） 

• 住居学 

• 保育学（実習を含む。） 

高等学校家庭科目区分 

• 家庭経営学（家族関係学及び家庭経済学を含む。） 

• 被服学（被服製作実習を含む。） 

• 食物学（栄養学、食品学及び調理実習を含む。） 

• 住居学（製図を含む。） 

• 保育学（実習及び家庭看護を含む。） 

• 家庭電気・家庭機械・情報処理 

 
 
（２）必要な移行措置等 
 
 １．を踏まえ、以下の措置を講じることが必要である。 
 
○  改正前の科目（例 住居学（製図を含む。））を既に修得した者又は卒業す

るまでに修得する者については、それぞれ改正後の科目（例 住居学）を修

得した者とみなすことができること。 
○  既に修得した又は卒業までに修得する「家庭電気・家庭機械・情報処理」

の単位については、改正後の教科に関する専門的事項に関する科目の単位と

みなすことができること。 
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○  今回の改正により、中学校家庭科目区分と高等学校家庭科目区分が完全に

一致することになる。このため、教育職員免許法別表第八の規定により中学

校教諭普通免許状「家庭」を基礎として高等学校教諭の普通免許状「家庭」

の授与を受ける場合について、特定の高等学校科目区分を大学独自科目に含

める規定は削除すること。 
○  中学校、高等学校ともに免許外教科担任の許可件数が多いことから、各都

道府県教育委員会等に対し、免許法認定講習の開設等を促すとともに、国と

しても必要な措置を講じる。 
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４．高等学校教諭普通免許状「情報」について 
 
（１）見直しの基本的な方向性 
 
 施行規則第５条第１項表備考第一号カにおいて、高等学校教諭の普通免許状

「情報」の授与を受ける場合の教科に関する専門的事項に関する科目の単位を

修得する際には、以下の科目（以下「高等学校情報科目区分」という。）につい

てそれぞれ一単位以上修得することが必要とされている。 
 
• 情報社会・情報倫理 
• コンピュータ・情報処理（実習を含む。） 
• 情報システム（実習を含む。） 
• 情報通信ネットワーク（実習を含む。） 
• マルチメディア表現・マルチメディア技術（実習を含む。） 
• 情報と職業 
 
 検討の結果、高等学校情報科目区分を次のように見直すことを求める。 
 
• 情報社会（職業に関する内容を含む。）・情報倫理 
• コンピュータ・情報処理 
• 情報システム 
• 情報通信ネットワーク 
• マルチメディア表現・マルチメディア技術 
 

なお、各科目における実習等を含む授業の実施方法については、教職課程を

設置する各大学において、教員の養成の目標や授業科目の到達目標等に照らし

て判断するものとする。 
 

 

（２）必要な移行措置等 
 
 （１）を踏まえ、以下の措置を講じることが必要である。 
 
○  改正前の科目（例 コンピュータ・情報処理（実習を含む。））を既に修得

した者又は卒業するまでに修得する者については、それぞれその科目の内容

を含む改正後の科目（例 コンピュータ・情報処理）を修得した者とみなす
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ことができること。 
○  ただし、改正後の「情報社会（職業に関する内容を含む。）・情報倫理」に

ついては、改正前の「情報社会・情報倫理」及び「情報と職業」の両方を修

得した者についてのみ、修得したものとみなすことができること。なお、改

正前の「情報社会・情報倫理」又は「情報と職業」のいずれかの科目を修得

した者の単位は改正後の教科に関する専門的事項に関する科目の単位とみ

なすことができること。 
○  教育職員免許法別表第八の規定により中学校普通免許状「技術」を基礎と

して高等学校教諭普通免許状「情報」の授与を受ける場合に必要な大学独自

科目については、「情報システム」「情報通信ネットワーク」「マルチメディ

ア表現・マルチメディア技術」とすること。 
○  免許外教科担任の許可件数が多いことから、各都道府県教育委員会等に対

し、免許法認定講習の開設等を促すとともに、国としても必要な措置を講じ

ること。また、高等学校情報科目区分に掲げる各科目については、毎年、免

許法認定通信教育として大学等による科目が開設されている。これらの科目

が一般的包括的要件を満たすか否かについては、各科目の授業内容を踏まえ、

教員免許を授与する各都道府県教育委員会において適切に判断する必要が

あることを周知すること。 
 
 
５．全般的事項について 
 
○  本検討委員会においては、教科に関する専門的事項に関する科目区分数が

多い教科を中心に見直しを図ったが、学習指導要領との整合性については、

今回の対象教科に限らず確認の必要があると考えられる。このため、学習指

導要領の改訂の検討状況を踏まえ、定期的な見直しの機会を設けることを検

討すること。 
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